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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、再生可能な有機性の資源であり、地球温暖化防止、エネルギー問題への対
応、循環型社会形成、戦略的産業育成、農産漁村の活性化まで、幅広い効果が期待されているバイオマスの利活用を推
進する方策を検討するために、バイオマス需給の流通論的な分析と推進方策モデルについての検討を行うことである。
主な研究成果として、バイオマス需給の不安定性に対応するための「需給調整プロセス」のタイプ化を行い、需給調整
主体の存立条件について明らかにした。また、「需要発見プロセス」に２つのモデルがあることを示した。さらにリサ
イクル・チャネル広域化の実態と問題点を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze the biomass utilization promotion model 
and distribution process of biomass. In this study, the following points were clarified. It is clarified 
that the viable conditions of the adjustment system of seasonal supply and demand imbalance of biomass. 
And it was shown that there are two models in "demand discovery process."

研究分野：農業経済学
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１．研究開始当初の背景 
 バイオマスとは、動植物から生まれた再生
可能な有機性資源を意味するが、その利活用
は東日本大震災を経た今、ますます重要な課
題となっている。その役割は広範囲にわたっ
ており、地球温暖化防止、エネルギー問題へ
の対応、循環型社会形成、戦略的産業育成、
農産漁村の活性化まで、幅広い効果が期待さ
れている。 
 しかし、「バイオマスニッポン総合戦略」
が閣議決定されてから 10 年がたち、様々な
活用促進対策や技術開発が行われてきたに
も関わらず、その利活用は大きく進んだとは
いえないだろう。 
 例えば、2011 年に総務省は、2003 年から
08 年までに政府が実施した 214 のバイオマ
ス関連事業のうちで、８割以上で「効果がな
い」という評価を下している。 
 現行の政策では、制度設計の根本的な見直
しという視点が欠落しているため、このまま
ではバイオマスの利活用を核にした我が国
の発展というシナリオの実現が困難である。 
 このような中で既存の農業経済学分野に
おけるバイオマス研究をみると、個別事業の
収益性や経済性を分析する「経営学的な研
究」が主体であった。そこでは費用や便益の
なかに「外部性」を含む場合や、よりトータ
ルにエネルギー収支や温室効果などの影響
を含んだ「LCA」(ライフサイクルアセスメン
ト)的な手法に拡張される場合も多いが、外部
費用分析も LCA 分析も、「費用－便益分析」
の枠内での経営学的な分析であったといえ
る。そのため、既存研究では「収益性が低く」
「採算が取れない」ことが分析の結果指摘さ
れ、その上でバイオマス利用を進めるために
は、政府の補助金の必要性や税制的な優遇策、
そして「低コスト技術の開発」というステレ
オタイプな議論になりがちであった。 
 
２．研究の目的 
 われわれは上記のような状況に対して、リ
サイクル・チャネル概念を設定し、バイオマ
ス利活用における流通論的な研究を提起し
た[泉谷 2004]。その後、[泉谷編著 2010]等に
おいて、「需給の不安定性問題」と「販路問
題」を設定し、前者の「需給の不安定性問題」
の実態を解明し、それに対応するために既存
のパフォーマンスが良好な活用システムに
おいては「需給調整プロセス」が埋め込まれ
ていることを明らかにしてきた。 
 以上のような状況を踏まえて、本研究の目
的は、現行のバイオマス活用促進対策が多く
の問題をはらんでいるとの基本認識から、バ
イオマス利活用における「リサイクル・チャ
ネル問題」と「活用促進対策問題」の２点に
焦点を当て、その問題解決のために、どのよ
うな方策が必要なのかを解明することを通
じて、バイオマス活用促進対策の代替モデル
としての地域ボトムアップ型モデルを構築
する。 

 
３．研究の方法 
 本研究の目的を遂行するために、バイオマ
ス事業を行っている事業者・自治体の聞き取
り調査やアンケート調査およびバイオマス
タウン構想策定自治体への聞き取り調査お
よびアンケート調査を行う。 
 まず、「リサイクル・チャネル問題」に関
しては、①バイオマス需給の不安定性に対応
するための「需給調整プロセス」の抽出と具
体化を行う。また、②販路問題解決のために
「需要発見プロセス」のモデル化を行う、さ
らに③リサイクル・チャネル広域化の実態と
地域内チャネル形成の条件を解明する。 
 ④また、活用促進対策問題に関しては、シ
ステム・トップダウン型活用促進モデルの概
念の確立と問題点を明らかにし、代替対策と
しての地域ボトムアップ型モデルを構築す
る。 
 
４．研究成果 
①バイオマス需給の不安定性に対応するた
めに「需給調整プロセス」の埋め込みが必要
である。この点に関しては、青森県のりんご
ジュース製造副産物需給、北海道の米ぬか需
給、廃食油から生産されるバイオディーゼル
燃料事業者を対象とした分析を行った。まず、
りんごジュース製造副産物需給を対象とし
た分析から、需給調整プロセスの３タイプ
（チャネル内対応、チャネル間対応、チャネ
ル外対応）の存在を確認した。また、米ぬか
需給を対象とした分析から、北海道における
米ぬかの需給調整主体の存立条件を検討し、
調整主体が大量かつ通年的な需要構造を有
しており、そこが自己の利用部分をバッファ
ーとして需給調整を行っていること、その結
果、自社の施設の稼働率を低下させるデメリ
ットを負担していることを明らかにした。さ
らに、廃食油バイオディーゼル燃料事業を行
っている事業所の全国アンケート調査を行
い、原料調達段階と製品販売段階の間での需
給調整メカニズムについて検討を行った。そ
の結果、製品販売段階での需給バランスの不
均衡は、原料廃食油の需給バランスに転嫁さ
れており、そこでは事業所間売買での調整が
行われており、需給調整機能を米ぬかと同様
に大量・通年需要を有する事業者が担当して
いることが明らかになった。 
 
②販路問題を解決するために、「需要発見プ
ロセス」に焦点を当てた。需要発見プロセス
のモデルとして、まず、北海道で食品廃棄物
を原料として堆肥化事業を行っているA社の
事例から、堆肥を用いて生産された農産物の
販売先を利用農家に紹介することで堆肥の
販売を促進する「販売先紹介型モデル」の存
在が確認された。また、廃食油バイオディー
ゼル燃料事業者に対する先のアンケート調
査結果を分析した結果、生産されたバイオデ
ィーゼル燃料の多くの割合を自社で利用す



る「自給利用型モデル」の存在が確認された。 
 
③「リサイクル・チャネルの広域化」の進展
と問題点の検討では、青森県の稲わら・りん
ごジュース製造副産物・籾殻の需給、東北地
方の木質ペレット需給を対象とした分析を
行った。まず、稲わら、りんごジュース製造
副産物、籾殻、木質ペレットのいずれの需給
においても、県域を越えるチャネルの広域化
が 2000 年以降に進行していることが確認さ
れた。しかし、青森県のりんごジュース製造
副産物需給の分析から、2010 年以降になると
一般の飼料市場における需給バランスが変
化したことによって、広域流通からはじかれ
た部分が地域内チャネルに復帰しているこ
とが明らかになった。 
 リサイクル・チャネルの広域化が進展する
状況下において、木質ペレットを対象とした
の分析から、A 県から木質ペレットが B 県に
販売されているにも関わらず、他のさらなる
遠隔地である C県から木質ペレットが A県に
流入している事実とその要因を明らかにし、
バイオマス需給の地域的な不整合問題が発
生していることを示した。 
 しかし、バイオマスの需要サイドと供給サ
イドが地域的に分化する傾向にあり、さらに
バイオマスの発生の大量性を前提にした場
合、地域内チャネル形成はきわめて困難であ
り、さらに、このことがバイオマス利活用の
地域システム形成の障害になっているとい
える。 
 
④「活用促進対策問題」に関しては、バイオ
マスタウン構想の策定自治体の調査、および
全国のバイオマスタウン構想策定自治体に
対するアンケート調査を実施した。 
 まず、既存のバイオマス利活用の促進対策
を「システム・トップダウン型活用促進モデ
ル」として整理し、それが技術決定論的な視
角から構想されていると特徴づけた。これに
対する代替モデルとして本研究では仮説的
に「地域ボトムアップ型推進モデル」を設定
した。このモデルは、①個別具体性、②自給
化・内製化・兼営化、③変動へのバッファー
の組み込みという特性をもつモデルである
が、この点に関しては、自給化、兼営化、変
動へのバッファーの組み込みが重要である
ことが調査事例から確認できた。 
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